アジア ノ ナカ ノ ｢ハンニチ｣ ト ｢シンニチ｣ サイコウ : カンコク､チュウゴク､インドネシア､フィリピン､ヒガシ ティモール デノ フィールド ワーク オ フマエテ by 大野 俊 & Shun OHNO
17



















Rethinking Stereotypes among Asian Peoples Called “Anti-Japan” and 
“Pro-Japan”: Findings Based on Fieldwork Surveys in South Korea, 
China, Indonesia, the Philippines and East Timor 
Shun Ohno
Abstract
The author has examined on those peoples' images and recognition toward Japan 
and the Japanese through qualitative and quantitative surveys in China, South 
Korea, the Philippines, Indonesia and East Timor since 2015. He also organized an 
international symposium on such issues by inviting experts on Japan from those 
countries in order to deepen understanding of their recognition.
As a result, the author found that those Asian's images and perceptions of Japan 
and the Japanese have been diversified by generation and gender especially in some 
countries such as China. He also found that their diversified perceptions are related 
to their different acceptance of Japanese popular culture, their different perceptions 
of Japan’s military occupation (colonization in case of Korea) and their experience 
or non-experience to visit Japan. It is suggested that their different post-war domestic 
political circumstances are also related to their current perceptions of Japan.
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はじめに











2018 年 10 月に韓国大法院（最高裁判所）が元徴用工への日本企業賠償判決を出したが、
それは日本政府による「ホワイト国」（輸出管理上の優遇国）からの韓国除外（2019 年 8 月）、
それに対抗する韓国市民社会における日本製品ボイコット運動などの動きにつながり、本









































タンクである東アジア研究院と共同で毎年実施している世論調査のうち、2019 年 6 月に
公表した「第７回日韓共同世論調査結果」である。18 歳以上が対象で、有効回答数は日
本が 1,000 人、韓国が 1,008 名である。
図 1 が示すように、韓国における 2013 年の調査では、日本に対して「良い印象を持っ
ている / どちらかといえば良い印象を持っている」との回答者割合は 12.2% しかなかった
が、それ以降はほぼ同回答が増加傾向をたどり、2019 年の調査では 2013 年以来の共同世
論調査の中で最高の 31.7％を占めた。逆に、日本に対して「良くない印象を持っている /
どちらかといえば良くない印象を持っている」との回答者割合は 2013 年の 76.6% から、
その後ほぼ減少傾向をたどり、2019 年に初めて 50% を割り込んだ。20 代以下では良い印
象を持つ回答者が悪い印象を持つ回答者を上回っている。
一方、日本における対韓国の印象は「良い印象を持っている / どちらかといえば良い印
象を持っている」の回答者割合が 2019 年調査で過去最低（20%）になり、その 2 倍以上
20
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の 49.9% が「良くない印象 / どちらかといえば良くない印象を持っている」と答え、日本
市民の間の「嫌韓」の高まりを示唆する結果が出ている。
韓国人の対日印象の改善の背景として、言論 NPO（2019b）は「過去最高を更新した日








































文化の流入）について、同時期にソウル市内で 50 代の男女市民 2 名に面談調査をして伺っ
たが、その答えは以下のようなものであった。
A.  55 歳男性（陶磁器会社マネージャー、有力私立大学卒）
	「40 歳代以上は、親からの話の影響を受け、ほとんどが拒否感を持つ。だが、30 代以
下は全般に、日本の音楽ドラマなどへの拒否反応はない」
A.  55 歳女性（英語コンテンツ開発会社社員、有力私立大学卒）
	「40 ～ 60 歳の人たちは、政治としての日本と文化としての日本を分けて考えられない。
20 代ぐらいからはそれを分けて考えられる。日本の文化に対して『先進意識』があり、
22
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いいものと考えて受入れに拒否感がない」





有力調査機関の韓国ギャラップが 2019 年 7 月 9 ～ 11 日に実施した世論調査（回答者は
1,005名）の結果は、筆者の見方を裏づけるものである。対日観について尋ねた質問では、「日
本」に対して「好感が持てる」が 12% に対して、「好感が持てない」が 77% で、後者が
圧倒的に多かった。一方、「日本人」に対しては「好感が持てる」が 41%、「好感が持てない」
が 43% でほぼ拮抗し、「日本」と「日本人」の間には大きな差があった（日本経済新聞電
子版、2019 年 7 月 12 日）。







民を対象に毎年実施している「外交に関する世論調査」の 2019 年 10 月実施の調査（1608
人回答）では、韓国に「親しみを感じる」「どちらかというと親しみを感じる」は 26.7%
で、その前年の調査よりも 12.8 ポイントも下がり、1978 年の調査開始以来、最低になった。
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朴槿恵大統領は 2017 年 3 月に大統領弾劾が成立して罷免された。その後に誕生した文在
































して無償 3 億ドル、有償 2 億ドルを供与）で「問題は解決済み」とする日本政府の立場に
理解を示し、日本政府ではなく韓国政府に補償を求め続ける「日帝被害者報償連合会」の
24
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ような市民団体も韓国にはある（赤石、2020: 90-122）。また、日本企業と韓国政府の双方
を相手に　損害賠償を求める集団訴訟を起こした「アジア太平洋戦争犠牲者韓国遺族会」
























が、前述の言論 NPO と中国・国際出版集団との共同調査で示されている。2019 年 9 月に
両国で実施された中国各地での調査（18 歳以上の 1,597 人が有効回答）では、日本に対し
て「良い印象を持っている / どちらかといえば良い印象を持っている」が回答者の 45.9%
を占め、過去 15 回実施のこの世論調査で最高を記録した（図 2 参照）。
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こうした中国人の近年の対日印象の改善傾向の重要な要因として、言論 NPO は、日本
訪問の中国人の激増を挙げている。日本政府の訪日ビザ発給基準の緩和や中国人の経済的
力向上などに伴って、2019 年に訪日した中国人は 959 万 4,394 人、香港からの 229 万 792
人も加えると、1,200 万人近い中国人が日本を訪問した（日本政府観光局、2020a）。国際








探るため、2017 年 8 月・9 月に山東省煙台市、北京市、上海市に滞在し、関係者多数に面
談した。（4）北京で面談した中国通の日本人外交官は、1980 年代生まれの「80 后」( バー
リンホウ ) と 1990 年代生まれの「90 后」( ジョウリンホウ ) について以下のような見方を
図 2. 日本市民・中国市民の「相手国に対する印象」（2019 年調査）
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示した。






る。2017 年 8 月 30 日に煙台市にある山東工商学院（4 年制大学）の日本語学科（約 300
人在籍）で特別講義をしたうえで、学生たちと意見交換する機会を得た。3 年生の 15 名（う
ち女子が 9 名）の小クラスで意見交換の時間を持った。強い関心を持つ日本文化（複数回
答可）について伺ったところ、① J-Pop（12 名）②アニメ（10 名）③テレビドラマ（9 名）
④映画（8 名）⑤日本食（6 名）⑤化粧品（6 名）⑦化粧品（6 名）⑧漫画（4 名）⑨小説 ［東
野圭吾、夏目漱石］（3 名）⑧ファッション（3 名）―の順に多かった。




化関連イベントの参加者の 6 割から 7 割は女性だという。(5)
日本に関する関心領域の性差は、筆者が 2019 年 9 月 9 日に中国社会科学院大学（北京













中で対日感情が最も厳しい土地と伺ったからである。1937 年 12 月に日本軍が当時の首都
の南京を占領してから、中国側の調べでは 30 万人以上が犠牲になったとされ、1985 年に
市内に開館の「侵華日軍南京大屠殺遭難同胞記念館」にはその惨事の史料多数が展示され
27
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ている / どちらかといえば良くない印象を持っている」との日本人回答者は 2012 年以降






























月 7 日）はその通りだろう。9 月 16 日に発足した菅義偉政権の対中外交の方針は本論執
筆時点では不明だが、それが日中市民の相互認識にも影響を与えることは確かだろう。
第 3 章　東南アジア諸国は「親日」なのか？









清泉女子大学紀要　第 68号　2021 年 1 月
次いで 2 位）だった（外務省、2020）。この調査は各国とも対象者が 300 人と少なく、戦
争体験世代を含む 60 歳以上を対象にしていない点は留意する必要がある。
3-2 インドネシア・バリ島の学生たちの日本・日本人観




携をかわした。この大学には約 200 人の学生が在籍する日本語学科がある。2017 年 11 月
11 日にベティ・アリトナン同学科講師の協力を得て同学科学生 12 名（18 ～ 25 歳の男女
各 6 名）が対日イメージに関する配布票調査に協力してくれた。その結果は以下の通りで
ある。(7)
Q.  あなたが「日本」という国家に対して抱くイメージはどのようなものか ?
A.  技術先端（創造）の国 ( ７人 )　先進国（6 人）　美しい（きれいな）国（3 人）
Q.  あなたが「日本国民」に対して抱くイメージはどのようなものか ?
A.  時間を守る（9 人）　規律（秩序、礼儀）を守る（6 人）　優しい（3 人）　
	 考え方が近代的（現代的）（2 人）　よく働く（2 人）　創造性が高い（2 人）
Q.  あなたの両親の世代が抱く「日本」のイメージは、あなたのイメージとはどう違う
か？（単数の回答を含む）














	 現在の日本は、[ 日本軍政時代を体験した ] 昔の人々が聞く日本とは違うから。
30













筆者はバリ島での最初の調査の 2016 年 3 月 11 日にバリ島南部のバドゥン県にあるビナ・









での累計額は 5.5 兆円超）、日本にとってもインドネシアは ODA の最大受取り国である（国
際協力機構、2018：2）。現地に進出している多数の日本企業は多数の雇用を生み出す大き
な存在であり、日本は最も重要なパートナー国との認識を持っている国民が多い。これは、




























は 50 万人かそれ以上と推定され、弾圧指揮の将軍による「200 万人」との証言もある（倉
沢、2020）。
似たような歴史はフィリピンにもある。この国でも 1965 年から 1986 年の民衆革命「二
月革命」でハワイに亡命するまで 20 年余りフェルディナンド・マルコスが大統領の座に
あり、スハルト政権とともに「長期独裁政権」と各国メディアに評された。フィリピン
政府の文書によると、マルコス大統領が布告した戒厳令の間（1972 ～ 1981 年）、政治家、
労組幹部ら約 8,000 人が身柄拘束され、多数への拷問、野党指導者の暗殺など深刻な人権
侵害が広範に起きた。また、ミンダナオ島南部では分離独立を求めるイスラム武装勢力と
の内戦が続き、13,000 人が殺害され、100 万以上が避難を余儀なくされた (EDP/IT Division 













1990 年代後半から 2000 年代にかけて日本への信頼度が上昇したことを示す。筆者が 2019









い。在マニラ駐在の日本人外交官は 2019 年 2 月 20 日の筆者との面談で「日比間にも歴史
の問題はあるが、それを上回る人の流れやビジネスがある」と述べた。人の流れとしては、
前掲の論文でも述べたように、2010 年代になってからフィリピン人訪日客の激増（2018























は 2018 年時点で約 126 万人）で、官僚体制の不備などでまだ ASEAN に加盟していない。
そのせいか、外務省委託の対日世論調査も実施されておらず、対日観についての先行研究
もない。そこで、2016 年 3 月 5 日から 8 日にかけて首都ディリとその近郊で聴き取り調
査を実施した。聖心侍女修道会から現地に長く派遣され、各方面に豊富な人脈を持つ中村
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＜謝辞＞本論のベースとなった現地調査は、科学研究費補助金基盤研究（C）「アジアの
中のステレオタイプ『反日』と『親日』― 対日感情差異の要因分析」（研究代表・大野俊、





（1）	東アジア研究院（在ソウル）がその後の 2020 年 9 月に韓国市民対象に対面式聴取法で実施した
世論調査によると、回答者（有効回答数 1006）の 71.6％が「日本」に対して「良くない印象を持っ
ている / どちらかといえば良くない印象を持っている」と答え、その前年の調査に比べて同回
答は 21.7 ポイントも増えた（言論 NPO、2020）。
（2）	韓国政府が日韓慰安婦合意に基づいて設立した「和解・癒し財団」によると、文在寅政権下で
解散が発表された 2018 年 11 月までに、存命の元慰安婦 47 名のうちの 34 名、遺族 199 名のう
ちの 58 名が同財団から支援金（元慰安婦は 1 億ウォン＝約 920 万円、遺族は 2000 万ウォン）
を受け取っている（『朝日新聞』、2019 年 1 月 28 日）。
（3）	 2018 年時点で、一人あたり GDP は日本が 41,501 ドルに対して韓国が 42,135 ドル、労働生産性
は日本が 76,189 ドルに対して韓国が 81,071 ドルだった（野口、2020）。
（4）	 2017 年 8 月・9 月の中国での調査の成果は、大野（2018）参照のこと。







（9）	日本の東ティモールへ ODA 供与額は 2013 年から 2017 年までの累計額が約 3 億 644 万ドルで、
うち無償資金協力がその約 63% を占める。その金額は 2015 年、2016 年ともオーストラリアに
続く（外務省、2019）。
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